
（様式１－１）                                 令和７年度 学校評価報告書                               大牟田市立宮原中学校（NO1） 

 ◇ 評価について  【自 己 評 価】 ４：目標達成（９０％以上）  ３：ほぼ達成（７０％～９０％）     ２：もう少し（６０％～７０％）     １：できていない（６０％未満） 
           【学校関係者評価】 Ａ：自己評価は適切である   Ｂ：自己評価は上方修正すべきである   Ｃ：自己評価は下方修正すべきである 

学校教育目標 志を持ち 自ら考え 行動できる生徒の育成 重点目標 規範意識を高め、主体的に考え・判断し、表現・行動できる生徒の育成 

評価計画 自己評価 学校関係者評価 改善計画 

重
点
目
標
に
関
す
る
評
価 

重点目標 目標達成のための方策（取組指標） 成果指標 評価 結果（成果○と課題△） 評価 コメント 次年度における改善策（案） 

○確かな学力の向上 

・学ぶ意欲の向上 

・基礎・基本の定着 

・家庭学習の定着 

○学ぶ意欲を持たせるために、生徒に授業の見
通しを持たせ、生徒の考えに基づく「めあて」
と学んだことが分かる「まとめ」を設定する。 

学ぶ意欲と進んで課題に取り組む授業 
[生徒用学習アンケート](項目Ⅱ①⑤)  
[職員：教育課程評価](番号６)⇒3.2以上 

３ 
○生徒が授業づくりの「さしすせそ」（さ：

定めるし：自分の考えを作る  す：進んで
話し、しっかり聞く  せ：整理 そ：総括）
を意識化することができた。 

△生徒の考えに基づく「めあて」と学ん
だことが分かる「まとめ」を意識した
授業実践が十分できていない。 

△基礎・基本（「知識・技能」）の定着に
向けて、低学力層の生徒に対する指導
の具現化を図る必要がある。 

△家庭学習習慣（１時間以上）の定着と学
力向上のために、学力状況を示す数値等
を学校だより等でも積極的に示し、保護
者と連携した取組を行う必要がある。 

Ａ 
・学校の自己評価は適切である。 

・授業づくり（学習規律も含む）につい

て、教職員が真剣に取り組んでいるよ

うに見受けられるが、その思いや考え

が生徒に浸透しているのかが疑問であ

る。生徒に意欲を持たせるような手立

てが必要だと思う。 

・読解力不足の解消に向けて、読書の習

慣化と書く活動を併用した学習活動の

定着が必要であると思う。 

・小中学校が連携し、家庭学習を毎日最

低１時間以上実施するという数値目標

を示した取組が必要だと思う。 

・学習規律について、「守らせるもの」か
ら「自分たちが学習に集中するために必
要な権利」であるという生徒意識の転換
を図る。 

・学習意欲向上のために、「できたこと」
を即座に可視化（ポジティブな声かけ・
フィードバックの徹底）を行う。 

・読解力向上に向けて、読書習慣だけでな
く、全教科で「根拠となる叙述とその理
由を書く」場面を意図的に設定する。 

・家庭学習時間（１時間以上）を形骸化さ
せないために、生徒に「家庭学習記録
表」を作成し、学習内容と時間を記録さ
せ、保護者にフィードバックする。 

○授業における対話活動の場面と自分の考えを
書く活動を中心とした場を設定する。 

（授業づくりの「さしすせそ」の実践） 

「自分の考え」「根拠となる叙述とその理由」を取り入
れた書く活動 
[生徒用学習アンケート]（項目Ⅱ②③④） 
[職員：教育課程評価](番号３)⇒3.2以上   

３ Ｂ 

○各教科担任と指導工夫改善教員が連携を図
り、個や実態に応じた支援・指導を充実させ
る。（個に応じた指導の充実、ＣＤ層の向上） 

指導方法の工夫改善や個に応じた指導の充実に向けた実践 
[観点別評価（「知識・技能]Ｂ評価以上⇒70％以上  
 ※ 学力検査と定期考査の結果より総合的に判断 
[職員：教育課程評価](番号８)⇒3.1以上  

２ Ａ 

○基礎学力向上に向けた家庭学習習慣の定着を
図るために、保護者への周知を推進する。 

１時間以上家庭学習をする生徒 
[生徒用学習アンケート]（家庭学習時間）⇒全生徒に対
する割合70％以上  

２ Ａ 

○人間関係力の向上 

・主体性・協働性 

・社会性 

○道徳科を軸に道徳教育活動の充実を図る。重
点項目「思いやり、感謝」「相互理解、寛容」「公
正・公平・社会正義」「社会参画・公共の精神」 

年間計画及び生徒の実態に即して副読本等を活用した
道徳性を高める指導の工夫  
[職員：教育課程評価](番号10,11,12）⇒3.1以上 

４ 
〇学校行事や総合的な学習の時間を中心
に、ESD/SDGsの考えや外部人材を多く
活用するとともに、具体的な学習課題・
目標設定、課題解決・目標達成のため
の指導計画、自分の考えを学校内外に
発表する場を位置づけたことで、生徒
も主体的・協働的な学ぶ姿が見られた。 

△規範意識を定着・向上させ、安全・安心
な風土を醸成させるための具体的・系
統的・計画的な取組を図る必要がある。 

Ａ 
・学校の自己評価は適切である。 
・保護者に「携帯・スマホの使い方」の
文書（小・中学校共通）を配付・啓発
したことは、子どもたちの規範意識の
向上だけでなく、安全・安心な学校・
家庭生活にもつながるので、次年度以
降も取り組んでほしい。 

・社会全体の規範意識が低下しているの
で、学校が規範意識の向上と安全・安
心な風土づくりを推進して欲しい。 

・スマホ等の適正使用の啓発に向けて、
「お子様のスマホ等通信機器やゲーム
の取り扱いに関するお願い」の文書を
引き続き配付するとともに、「スマホの
使用時間」、「家庭でのルールの有無」
等の集計データを、学校だより等で公
表することで保護者の協力を仰ぐ。 

・規範意識を高めるために、家庭と学校
の役割分担を明確化し、相互理解・連
携した取組を目指す。 

○人権・同和教育の視点に立った学年・学級づ
くり（心の居場所・安全・安心な風土の醸成）
を行う。 

「心の居場所づくり」や「一人一人が大切にされてい
る」ことを心がけている。 
[職員：学校自己評価](番号16）⇒3.2以上  

３ Ｂ 

○積極的生徒指導（自己決定・自己存在感・共
感的人間関係・安心安全な風土）を取り入れ、
生徒が互いの考えを認め、主体的・協働的に
取り組む態度や資質の向上を図る。 

生徒指導の４機能による教育活動と生徒が主体的・協
働的に活動できる企画・運営及び指導 
[生徒指導アンケート](番号１)⇒3.2以上   
[職員：教育課程評価](番号14)⇒3.2以上   

３ Ａ 

○教職員の組織運営と

協働体制の確立 

○運営委員会・生徒指導委員会等を定期的に開
催し、見通しを持った組織運営と共通実践の
推進を図る。 

教育活動において重点目標を意識しながら見通しを持
って運営にあたっている。 
[職員：学校自己評価](番号13)⇒3.2以上 

３ 
〇運営委員会・生徒指導委員会等を定期
的に開催し、見通しを持った組織運営
を図ることができた。 

△運営委員会・生徒指導委員会等で協議・
決定した内容が全職員に十分周知でき
ていないことがあった。 

Ａ 
・学校の自己評価は適切である。 
・限られた時間の中で教職員間のコミュ
ニケーションの大切さ、特に情報共有
の大切さと難しさを感じる。 

・見通しを持った組織運営を行えば、時
間外労働も減少できると思う。 

・校務運営上の課題を明確にし、課題解決
に向けた方策を担当分掌で協議・提案さ
せることで、学校経営への参画意識を持
たせる。 

・会議資料は事前共有し、会議当日は「決
定」と「確認」のみを行う仕組にする。 

○学年部会や分掌部会内における情報共有と協
働的な取組、部会間での連携を図る。 

分掌部会、学年部会において情報共有を確実に行い、組
織的・協働的に取組を行っている。 
[職員：学校自己評価](番号14)⇒3.2以上  

３ Ａ 

○地域に開かれた信頼

される学校と SDGs

の達成に向けたESD

の展開 

○学校運営協議会地域活動部会と協力して、地
域との交流や協働体験の推進を通して、地域
で学び、行動できる生徒の育成を図る 

ＧＴの招聘，学校開放、Ｍ－ＨＡＴによる地域との共同
活動などを実施し、生徒の地域行事への参加の機会を
増やす。[実際の取組回数]⇒10回以上  

４ 
〇ＧＴの招聘，学校開放やＭ－ＨＡＴに
よる地域との共同活動、生徒の地域行
事に参加することができた。 

△地域行事と保護者が連携した取組が十
分できなかった。 

Ａ 
・学校の自己評価は適切である。 
・学校開放日も含め、広報活動の充実・
継続をお願いしたい。 

・Ｍ－ＨＡＴの共同活動や地域行事に中
学生が参加していて、とても良い。 

・Ｍボード、学校通信、ＨＰを中心に継続
的・積極的な情報発信やまちづくり協議
会をはじめとした地域との連携を図るこ
とで、学校教育活動への理解と地域に根
ざした学校を目指す。 

○学校だより（月１回程度）やＭボード、ＨＰ
を活用し、随時、情報発信を行う。 

情報発信している。 
[職員：学校自己評価](番号18)⇒3.2以上  

４ Ａ 

い
じ
め
防
止 

○いじめを「しない、

させない。見逃さな

い」生徒の育成 

○いじめに関するアンケート（月 1回）や生活
アンケート、保護者アンケート（学期 1回）
の確実な実施及び担任・学年・生徒指導部を
中心にした早期発見・早期対応に努める。 

[学校生活チェックリスト]の実施と結果の確認及び組
織的対応  
「いじめ、不安への訴えに対する対応」⇒100％ 

４ 

○いじめに関するアンケート及び生徒指
導委員会（いじめ防止対策委員会）の
定期開催（毎週金曜日）により、早期
に組織的な対応と具体的な取組を行う
ことができた。 

○生徒会によるいじめ防止の取組（啓発
活動）を毎月の生活目標に位置付けて
行うことができた。今後も人権感覚を
養う内容の取組を推進する。 

Ａ 

・学校の自己評価は適切である。 
・我が子に携帯・スマホを持たせている
以上、ＬＩＮＥをはじめとしたＳＮＳ
上での他人への誹謗中傷（いじめ・人
権侵害）の有無や使い方は、保護者が
責任をもって、確認する必要がある。 

・校内のトイレや見えにくい場所、校区
内の定期的な巡回・指導まで気配りを
していただき、感謝している。 

・生徒指導事案（いじめ事案も含む）につ
いては、学年・分掌・管理職間での迅速
な情報共有と保護者への正確な情報提
供、課題解決に向けた方策を提示し、家
庭と連携して課題解決を図る。 

・生徒が安全・安心な学校生活を過ごせる
ために、挨拶や清掃、助け合いなど「ポ
ジティブな行動」の可視化により、規範
的な行動を認め合う文化を醸成する。 

○いじめ防止対策委員会を定期的に開催し、情
報の共有と相談体制の確立を徹底し、予防及
び早期発見・早期対応に努める。 

早期に組織的な対応と取り組みに努めている。 
[職員：生徒指導評価](番号12)⇒3.3以上  ４ Ａ 

○生徒会によるいじめ防止に向けた啓発活動を
行う。 

いじめや差別をしないための啓発活動(集会・ポスター
掲示等)⇒年２回以上  

４ Ｂ 

不
登
校
防
止 

○不登校生徒の減少と

関係機関との連携及

び支援体制の構築 

○校区内(Ｍ―ＨＡＴ)による教育相談部会や養
護教諭研修を通した情報共有及びSC、SSW、関
係機関と連携した組織的な対応を行う。 

欠席30日以上を対象にしたケース会議⇒100％実施 
不登校・不登校兆候の生徒⇒前年度比減少  
[職員：生徒指導評価](番号４、14)⇒3.2以上   

３ 
△不登校生徒が若干増加したが、復帰生
徒も増加している。 

○資料を基に、不登校生徒の情報を共有
するとともに、課題解決に向けた協議
を定期的に行うことができた。 

○福祉や家庭環境に課題がある場合には
関係機関とのケース会議を行い、本人
や保護者との相談・支援ができた。 

Ｂ 
・学校の自己評価は適切である。 
・子どもたちの心身を傷つける「携帯・
スマホ依存や薬物乱用、ネットによる
誹謗中傷」等の社会問題に対応され、
社会を少しでも明るくしようと努力さ
れている先生方に感謝している。 

・保護者が我が子の将来をどうしたいの
かを真剣に考える必要がある。 

・保護者（家庭）・学級担任や学年、ＳＣ 
やＳＳＷ、関係機関等による組織的な 
支援体制を継続していく。 

・全学年の生徒・保護者対象の「進路説明
会」を開催し、卒業生（高校生や社会
人）を講師として招聘し、今の学びが将
来の進学や就職にどのようにかかわって
いくのかを学ぶ機会を設ける。 

○学校行事や生徒会活動を通して、人間関係力
の向上を図る。 

学校行事や生徒会行事に主体的・協働的に取り組んで
いる。[職員：生徒指導評価](番号27)⇒3.3以上   

４ Ａ 
○不登校やいじめを生まない集団（「大切にされ
る」「心の居場所」）づくりを推進する。 

いじめや不登校を生まない安心・安全な風土の醸成 
[職員：生徒指導評価](番号２、３)⇒3.2以上 

働
き
方
改
革 

○働き方改革を推進し

た教育の質の向上 

○業務の目的や目標を明確にし、取組のメリハ
リを認識させ、働き方改革に対する職員の意
識改革をすすめていく。 

業務改善委員会を定期的に開催し、教職員の意見を反
映させながら、業務改善の方策を具体化する。 
年間総時間外の勤務時間⇒前年度比５％減少    

３ 
△生徒指導に係る教育相談等や進路事務
の複雑化により、時間外が増加した。 

○部活中止日（水曜日）・週休日（土、日
のいずれか）の部活動休養日は、大会
等の参加を除き、概ね実施できた。 

Ｂ 
・学校の自己評価は適切である。 
・時間外勤務が多すぎると思う。特に、
先生方の休養を確保するためにも、部
活動大会や遠征等の在り方を学校単位
でなく、社会全体で考える必要がある
と思う。 

・時間外勤務時間の削減に向けて、ICTや
AIの活用や業務の平準化を図ることで教
職員の負担軽減に努める。 

・時間外の保護者対応を縮減するために、
学校独自のガイドライン等の設定に向け
た検討を進める。 

○学校閉庁時刻、学校閉庁日、部活動休養日、
学校定時退校日の設定及び完全実施を行う。 

平日の部活動休養日（水曜日）及び週休日（土、日のい
ずれか）における部活動休養日の完全実施⇒95％以上  

４ Ｂ 


